
（事務事業用）

南あわじ市 平成 24 年度事務事業評価シート 新規 継続

（①事業②委託③補助用）

会計

款

項

目

○

背　景（どのような現状・課題・要望によって事業が実施されるに至ったか、他の自治体の動向など）背景、委託根拠（どのような現状・課題・要望があったか、また委託に至った根拠、他の自治体の動向）（当該事業を委託すると判断した根拠）

Ⅱ　Plan（計画、事業内容、事業背景）

（ ）

平成 年度 ～ 平成 年度

 市内に居住する住民で、家庭において電動式生ごみ処理機を新設、又は更
新（従前の機器が5年以上経過）しようとする者。

事業実施主体

背
　
景

対　象（誰を・どのような状況の人に）

　旧4町ともに実施しており、旧南淡町の交付基準の40,000円で調整、平成20年度に30,000円に
減額。

　各家庭から排出される可燃ごみの内、生ごみの減量化及び再資源化（堆肥化）を図
る。

　電動式生ごみ処理機を設置しようとする者に対し、予算の範囲内でごみ減量化機器設
置補助金（購入金額の2分の1で上限を30,000円）を交付することにより、可燃ごみのう
ち生ごみの減量化を推進するとともに、各家庭におけるごみの減量化とﾘｻｲｸﾙ意識の向上
を図る。

　一般家庭から排出される可燃ごみの内、約2割を占める生ごみの減量化は、焼却施設の
負担の軽減に繋がり、本事業により家庭での生ごみを堆肥化することにより有効に利用
しながら、ごみ減量化とﾘｻｲｸﾙ意識の向上を図る施策の一環として効果が期待できる。

　他市の状況
　　洲本市：購入金額の2分の1で上限15,000円
　　淡路市：購入金額の2分の1で上限20,000円

合
併
協
議
事
務
調
整
内
容

（合併前においての事業実施団体と合併時における事務調整経緯）

該当する事業について「○」を選択 ①施策的事業

事業分類

南あわじ市総合計画
施策体系

まちづくりの柱

法的根拠
（法令、条例、要綱等）

子どもを産みたい＿育てたいまち【子育て】

安らぎの感じられるきれいなまちにしょう

電　　　話

安らぎづくり＿元気あふれ＿住んで快適なまちづくり＿

事
　
業
　
概
　
要

意　図（どのような状態になってもらいたいのか、事業を実施する「本来の目的」を記入）目
　
的

実
施
内
容

（どのような現状・課題・要望によって事業が実施されるに至ったか、他の自治体の動向など）

（何をどのような手段・内容・手順により目的を達成させるのか）

事業期間 設定なし

施策目標

電動式生ごみ処理機補助金

市民生活部 生活環境課

まちづくりの目標

0799－43－5024

整理番号 560Ⅰ　基本事項

担当部課名

事　業　名
衛生費・４款

清掃費・２項

18,713

③負担金補助

予
算
科
目

一般会計・１

ごみ処理費・２目

②業務委託

南あわじ市ごみ減量化機器設置補助金交
付要綱

対象人数（人）

　義務的（法定）事務

　任意的（自治）事務

　市直営 　民間・その他

　旧緑町 　旧西淡町 　旧三原町 　旧南淡町 　旧広域事務組合 　新市から
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（事務事業用）

Ⅲ　Do（事業活動・成果、投入資源・コスト）

（千円）

（千円）

（千円）

（円）

　平成23年度まで決算額。平成24年度決算見込額。平成25年度は当初予算額。
　事業量１は、補助件数1件当り0.5日として計上。

経費に関する
補足説明

26.7

件

平成２３年度

平成２４年度

指標単位

10

85.540.058.2

32.5

1,200

平成２５年度

－

平成２４年度

1,200

50.0

40

平成２２年度

404040

平成２３年度

62.5

平成２５年度

平成２２年度

722

545

545

348

348

28.2

367

1513 15

722

401401

26.727.4

274

111

43.8

819 749 1,6011,089

1

①事業に対する
目標の設定

②
資
源
配
分

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

34

85.0

目　標　値

実　績　値

平成２１年度

平成２１年度

40

1,200722 545 348

960

960

直接事業費

電動式生ごみ処理機補助金

960

474

27.9

17

1

1,434

76.6

指　標　名

指標説明
（指標算出
方法等）

目標値設定
の考え方

　予算の範囲内

　電動式生ごみ処理機設置件数

　電動式生ごみ処理機設置件数

達成度 (%)

25 20 13

事業量１（事業に要した日数）

国

県

起債

その他

財　　　源

一般財源[A]

人件費（正規職員）[B]

平均人件費（１日当り）

事業量２（事業に要した人数）

年間経費（[A]+[B]）
「目的」対象人数１人当り経費
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（事務事業用）

Ⅳ　Check（事業の自己評価・一次評価）
単位

％

単位

円

達成度 3
有効性 4
効率性 3
必要性 4

総
合
評
価

　ごみの減量化は市民ひとりひとりの協力が必
要であり、容器包装ﾌﾟﾗｽﾁｯｸのﾘｻｲｸﾙや平成23年
度より販売が開始された南あわじ市指定ごみ袋
の特小ｻｲｽﾞの販売等によりごみの減量化の意識
が高まっていると思われる。

有
効
性

達
成
度

平成２２年度

85.0目標達成度

　電動式生ごみ処理機の導入の効果は、単なる生ごみを減量化する効果に留まらず、ﾘｻｲ
ｸﾙ意識の向上や日常生活の中でのｴｺｽﾀｲﾙに及ぶものであるため、十分な効果が期待でき
る。

 CATVや市の広報誌によるPRにもかかわらず、希望者が予想以上に増加していない。

32.5

（事業目標の達成度分析、問題点・課題などを記入。）

自己評価をふまえた現状分析

平成２３年度

平成２３年度

平成２４年度 平成２５年度

40.0

自
己
評
価

（
５
点

）

4

自
己
評
価

（
５
点

）

－

4

　可燃ごみの必要経費は、ごみ焼却施設の経費の他、収集運搬費、焼却灰処理費等の経
費にも比例することから、ごみの減量化及びﾘｻｲｸﾙ意識の向上には、各家庭への減量機器
の普及が最も効果的であると考える。平成26年度からの清掃ｾﾝﾀｰ統合後の安定操業にお
いても、可燃ごみの削減は不可欠であり、今後は、より積極的に推進する必要がある。

50.0

平成２１年度

76.6

平成２１年度

3

自
己
評
価

（
５
点

）

　ｺﾝﾎﾟｽﾄ（生ごみ堆肥化容器）と違い、屋内での使用が主であり、ｱﾊﾟｰﾄ、ﾏﾝｼｮﾝに居住
する世帯でも設置でき、生ごみの堆肥化も容易であるが、初期投資、使用に当っての電
気代などｺﾝﾎﾟｽﾄと比べ、導入の敷居が高い。

（効率性・コストの分析、問題点・課題などを記入。）

85.5

（住民満足度の分析、問題点・課題などを記入。）

62.5

平成２２年度 平成２５年度

58.2 43.8

自
己
評
価

（
５
点

）

公共性の高低

3

平成２４年度

効
率
性

必
要
性

（公共性、市民ニーズ、緊急性などを分析、問題点・課題などを記入。）

事業単価

　　高 　　中 　　低

評価グラフ

0

1

2

3

4

5
達成度

有効性

効率性

必要性
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（事務事業用）

Ⅴ　Action＆Plan（改善の内容及び次年度以降の計画）
平成２６年度以降にできる中期的な改善・改革

　補助金の交付がなくなることで、機器購入の個人負担が増え、電動式生ごみ処理機の購入意
欲の低下が懸念される。

効果（アウトカム）面 効果（アウトカム）面

仮に事業を中止、統廃合した場合に予測される影響（プラス面、マイナス面）

コスト面

①
今
後
の
方
向
性
と
そ
の
理
由

平成２５年度にできる改善・改革

（
現
状
維
持
の
場
合
も
記
入

）

④
中
止
・
統
廃
合
の
影
響

（
現
状
維
持
以
外
の
場
合

）

②
具
体
的
な
改
善
方
法

（
現
状
維
持
以
外
の
場
合

）

③
改
善
に
よ

っ
て
期
待
さ
れ
る
効
果

　補助金の負担割合及び上限額については、購
入額から検証すると適正であり、より一層の普
及促進を図る。しかし、今後は実際の購入価格
を注視しながら上限額を検討していく。

同左

コスト面

　現状維持

　手法見直し　予算削減

　休止・廃止 　事業統廃合

　予算充実

　現状維持

　予算充実

　休止・廃止

　手法見直し　予算削減

　事業統廃合
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